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令和３年理事会議事録 

 

１ 日  時    令和３年２月１５日（月）午後１時３０分～午後２時５０分 

            

２ 場  所    和歌山市茶屋ノ丁２番１ 和歌山県自治会館 ３０４会議室 

             

３ 出席者    中芝理事長  （岩 出 市 長） 

岡野常務理事 （学識経験者） 

平木理事   （橋 本 市 長） 

平野理事   （高 野 町 長） 

       中山理事   （有田川町長） 

       井澗理事   （白 浜 町 長） 

       坂本理事   （和歌山県国民健康保険団体連合会事務局長） 

            ［書面出席］   

下副理事長  （和歌山県副知事） 

尾花副理事長 （和歌山市長） 

       三軒副理事長 （太 地 町 長） 

              望月理事   （有 田 市 長） 

真砂理事   （田 辺 市 長） 

       小谷理事   （みなべ町長） 

       中西理事   （和歌山県歯科医師国民健康保険組合理事長） 

 

        

４ 事務局  事務局次長・参事・総務課長・電算介護課長・審査第１課長・ 

審査第２課長・総務課長補佐・総務課 庶務係長 

 

 

 

司  会 

定刻がまいりましたので、ただ今から理事会を開催いたします。 

開会の前に、本日の議案の中でも説明いたしますが、新型コロナウイルス感

染症に係るワクチン接種事業の一部を本会が実施することとなりましたので、

その事業の概要について、常務理事から説明させていただきます。 

 

常務理事 

それでは説明させていただきます。新型コロナウイルスのワクチン接種につ
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いてですが、風しんの抗体検査及び予防接種に係る医療機関への支払等業務に

ついては、厚労省からの要請で令和元年度から３年間、国保連合会が受託して

いるという状況でございます。そういうこともあってだと思いますが、新型コ

ロナウイルスワクチンの住所地外接種に係る費用の支払事務について、厚労省

から同様の協力要請がございまして、全国の国保連合会が実施するということ

になっております。これに伴う規程の改正や令和２年度予算の補正及び来年度

予算の計上については、後に事務局の方から説明させていただきます。 

お手元の資料にありますように原則住所地内で接種が行われますが、例外と

して入院・入所、遠隔地での下宿や単身赴任、また、基礎疾患を持つ人が主治

医の下で接種する場合などやむを得ない場合には、住所地外接種が認められて

おるところであります。住民が住所地内の医療機関、これは集団接種患者も含

みますけれども、そちらの方で接種を受けた場合、医療機関から市町村にクー

ポン券等が送付されます。それに基づいて市町村が医療機関に支払うという流

れになります。 

しかし、先ほど説明させていただきましたように住所地外で接種が行われた

場合は、県外も含め国保連合会、県外の場合は国保中央会を経由した請求支払

が行われることになります。 

優先的に接種が行われる新型コロナウイルス感染症患者に直接医療を提供

する施設の医療従事者等に対しては、国は住民へのクーポン券交付前に接種が

始まる計画を作っております。そのためクーポン券が交付される前にワクチネ

ーションシステムと呼ばれます、いわゆるＶ－ＳＹＳと資料に書かれているシ

ステムにより出力され、クーポン券と同様の内容が印刷された予診票のみで行

われることになります。ただ、この場合も住所地外での接種の場合は、先ほど

説明させていただきましたのと同様、国保連合会経由での支払いと聞いており

ます。 

訂正がございまして、ファイザー社のワクチンについては、ここに１バイア

ル当たり６回分となっておりますが、先週の９日に国が５回分ということで訂

正をしております。注射器の筒が特殊な形状でないと６回取れないということ

なので、当初６回分ということで広く情報を流しておりましたが、５回という

ことになりました。その結果、最小流通単位１９５バイアルは変わりませんが、

１１７０回と書かれている箇所がありますが、これが９７５回に訂正していま

す。 

当初、医療従事者や高齢者に対して接種が行われるのはファイザー社のワク

チンですけれども、マイナス７５度での保管が必要なこと、あるいは最小流通

単位が１９５バイアルの９７５回接種分であること、厚労省はここ数日の報道

等を見ておりますと、小分けすることについては当初言っていた３か所程度か
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らもっと増やすようですが、まだ詳細の方は我々もつかめておりません。また、

マイナス７５度の冷凍庫の配付状況や、あるいはドライアイスでの保管は１０

日程度が限度で、冷凍庫から取り出した後の冷蔵保管も含め２週間程度で先ほ

ど申し上げた９７５人に接種しなければならないこと、また、他のワクチンも

そうなんですけれども、一度針を通すと６時間しかもたないこと等から集団接

種会場を設置する自治体も多いことが予想される状況であります。 

市町村の接種方法体制が、集団なのか個別なのか、あるいはそれらの併用な

のか、また、ファイザー社のワクチンをどこまで小分けして流通や医療従事者

等対応ができるのか、冷蔵庫保管が可能と言われていますアストラゼネカ社の

２０回接種分が可能なワクチンの供給時期がいつになるのか等によりまして、

住所地内接種の場合の医療機関への支払について、今後市町村から国保連合会

へ委託の申し出があることも想定されますが、国の方は住所地外だけ国保連合

会でやってくださいと、住所地内に関しては個別に市町村等とのやり取りによ

りやっても構いませんというようなスタンスとなっています。その際は受託に

ついての検討を行いたいと考えておりますので、今後またご相談申し上げたい

と思っております。すなわち、当初予算への計上は行っていないという現状で

ございます。以上で説明とさせていただきます。 

 

司  会 

  ありがとうございます。それでは開会させていただきます。 

本日の理事会は、ご出席いただいております理事さんが７名、所用のため、

書面により審議に加わっていただいております理事さんが７名となっており、

本会規約第３２条の規定により理事会が成立することを報告させていただき

ます。 

それでは、開会にあたり、中芝理事長よりご挨拶を申し上げます。 

 

理 事 長 

  本日、理事会を開催いたしましたところ、皆様方には、大変お忙しい中、ご

出席をいただきまして、誠にありがとうございます。 

  また、平素は本会の事業運営に対しまして、格段のご支援とご協力を賜り、

厚くお礼申し上げます。 

  さて、新型コロナウイルスについては、感染者数が減少傾向にあるものの、

大都市圏の緊急事態宣言が延長されるなど、未だ先を見通すことが困難な状

況が続いております。 

  このような中、現在進められているワクチン接種事業について、市町村にお

かれましては、情報が不足する中で、短期間での実施体制の整備等、対応に苦
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慮されていることと思います。 

  新型コロナウイルス対策に当たっては、国保連合会では国の要請により、こ

れまで診療報酬の概算払いや、医療従事者等への慰労金・支援金の支払いなど

を行ってきましたが、先ほど、常務理事から説明しましたとおり、住民が住所

地外でワクチンを接種した場合の費用の支払いについても、新年度から担う

こととなり、準備を進めているところでございます。 

  本会といたしましては、総力を挙げて支援するとともに、本体業務である審

査支払業務の更なる充実・強化をはじめ、各種共同事業に取り組んでまいる所

存でございますので、なお一層のご尽力を賜りますようお願い申し上げます。 

本日ご審議いただきます案件は、先にご案内いたしましたとおり、規程の一

部改正や令和３年度の事業計画、予算等、総会に附議する議案等についてでご

ざいます。 

  なお、本日の理事会に先立ちまして、この９日に理事保険者課長会議を開催

し、課長さん方に内容を説明させていただいております。 

  この後、事務局から説明いたしますので、ご審議の上、ご承認賜りますよう

お願いいたしまして、簡単ではございますが、ご挨拶といたします。 

 

司  会 

それでは、議事に移らせていただきます。 

はじめに、理事会の議長でございますが、本会規約によりまして、中芝理  

事長にお願いいたします。 

 

議  長  

規約の定めによりまして、議長を務めさせていただきます。 

議事進行に、ご協力の程をお願いいたします。 

   議事に入ります前に、本日の議事録署名人ですが、中山理事さんと、井澗理

事さんのお二人にお願いいたします。  

   それでは、議事に入ります。 

  報告事項 報告第１号「理事長専決処分について」事務局から説明いたしま

す。 

 

事 務 局 

説明に入ります前に、先ほど理事長のご挨拶にもありましたように、去る２

月９日に開催した理事保険者課長会議において２点質問がありましたので報

告をさせていただきます。 

１点目は、先ほど常務理事からも説明がありました、新型コロナ感染症に係
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るワクチンの住所地外接種に係る費用の支払業務を国保連合会が行うことに

関して、「県内の住所地外も県外の住所地外もすべて取扱うのか」、また、「市

町村が行う集団接種の場合はどうなるのか」といった質問に対し、「和歌山県

内の医療機関等で接種した住所地外接種分は本会が取り扱い、他府県の医療機

関等で接種した場合は、所在する国保連合会が取り扱うことなどを、また、集

団接種については、その中に住所地外の方がいる場合は連合会が取扱う」こと

を説明させていだきました。 

もう１点は、後ほど事業計画でも触れますが、３月稼働予定の「オンライン

資格確認システムについて、１０月からレセプトの振替事務が行われるように

なるが、ほとんどのレセプトが振替可能になるのか」という質問に対し、対象

となるのは国保単独のレセプトのみで、公費併用や高額療養費が発生するレセ

プトは対象外となる旨説明いたしました。理事保険者課長会議の質問につきま

しては以上でございます。 

それでは、報告事項に入らせていただきます。 

なお、参考までに、お手元に附議事項を要約した説明要旨をお配りしており

ますが、附議事項本体で説明させていただきます。 

  

報告第１号 理事長専決処分について 

記載しております、退職給付引当資産の処分及び令和２年度一般会計補正予

算については、急を要しましたので、国民健康保険法第８６条において準用す

る同法第２５条の規定により、令和２年１２月１８日付けで専決処分をいたし

ましたので報告いたします。 

 

１ 退職給付引当資産の処分について 

職員１名が１２月末に退職したことに伴い、退職手当支給に充てるため、積

立金額３億５,９７３万７,５５１円のうち、１,７２９万７千円を処分し、令

和２年度一般会計へ繰り入れいたしました。 

 

２ 令和２年度一般会計補正予算について 

退職給付引当資産の処分による繰入のため、歳入歳出予算の総額に歳入歳出

それぞれ１,７２９万６千円を追加し、総額を１２３億１,４４３万６千円とい

たしました。事項別明細書で説明いたします。 

歳入の款５繰入金、目１退職給付引当資産繰入金と歳出の款２総務費、目２

一般管理費でそれぞれ１,７２９万６千円増額いたしました。 

報告事項については、以上です。 
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議  長 

  報告第１号について説明をいたしましたが、何かご質問等ございませんか。 

 

一  同 

  質問等なし。 

 

議  長  

  ないようでございますので、次に議決事項に入ります。 

  議案第１号から議案第４号は、規程の一部改正でございますので、一括議題

とすることにご異議ございせんか。 

 

一  同 

  異議なし。 

 

議  長  

異議なしとのことでございますので、議案第１号から議案第４号まで、事務

局から説明いたします。 

 

事 務 局 

 議案第１号 事務局規程の一部を改正する規程について 

新旧対照表をお願いいたします。 

オンライン資格確認業務と新型コロナウイルスワクチン接種費用の支払業

務の受託に伴う一部改正で、第３条の事務分掌において、第３項の電算介護課

にオンライン資格確認等に関すること、第４項の審査第１課に新型コロナウイ

ルスワクチン接種の費用の支払に関すること、第５項の審査第２課にワクチン

接種の計算事務に関することをそれぞれ追加いたします。 

 

 議案第２号 診療報酬審査支払特別会計経理規程の一部を改正する規程につ

いて 

こちらも新型コロナウイルスワクチン接種費用の支払業務の開始に伴うも

ので、国の通知に基づき第１条に文言を追加いたします。 

 

議案第３号 診療報酬審査委員会規程の一部を改正する規程について 

  国保診療報酬審査委員会規程例に合わせ文言整理を行うもので、第８条第

３項について、「、会長が特に必要と認める場合を除き」を削除いたします。 
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議案第４号 保険者事務共同処理業務規程の一部を改正する規程について 

第２条の共同処理の対象範囲における（１）一般業務について、アの被保険

者情報の登録からキの事業状況報告の集計処理までをア共同処理基本業務に

集約し、その中で（ア）から（キ）に分類します。クのレセプトの画像化及び

原本管理はイとして区分します。 

また、改正後の（イ）については、オンライン資格確認の開始にあたり、被

保険者が療養の給付を受けるために医療機関等で行う資格確認と、本会が保険

者から委託を受け共同処理として行う資格確認とを区別するため、文言の整理

を行うものです。第７条についても同様に文言の整理を行います。以上、よろ

しくお願いいたします。 

 

議  長  

  議案第１号から議案第４号について説明いたしましたが、何かご意見、ご質

問等ございませんか。 

 

一  同 

  質問等なし。 

 

議  長  

ないようでございますので、議案第１号から議案第４号について、原案のと

おり可決することに、ご異議ございませんか。 

 

一  同 

異議なし。 

 

議  長  

異議なしとのことでございますので、議案第１号から議案第４号は、原案の

とおり可決いたしました。 

次に、議案第５号「令和３年第１回通常総会の招集について」を議題とし、

事務局から説明いたします。 

 

事 務 局 

 議案第５号 令和３年第１回通常総会の招集について 

第１回通常総会は、来る２月２６日（金）午後１時３０分から、日赤会館３

階会議室での開催を予定しておりますので、よろしくお願いいたします。 
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議  長  

議案第５号について、ご異議ございませんか。 

 

一  同 

異議なし。 

 

議  長  

異議なしとのことでございますので、令和３年第１回通常総会については、

原案のとおり招集いたします。 

次に、議案第６号 「令和３年 第１回通常総会に附議する議案について」事

務局から説明いたします。 

なお、議案第６号は３１議案ございますので、まず１から７までを説明し、

そこで一旦ご意見、ご質問等を伺い、引き続き８から３１までを説明した上で、

一括して議案第６号について皆様にお諮りいたしたいと思います。それでは、

事務局から説明いたします。 

 

事 務 局 

議案第６号 令和３年第１回通常総会に附議する議案について 

これより説明いたします計３１議案を予定しております。 

 

１ 退職給付引当資産の処分について 

職員２名の定年退職に伴う退職手当支給に充てるため、積立金額３億   

４,２４４万５５１円のうち、４,３５４万６千円を処分し、令和２年度一般会

計へ繰り入れいたします。 

 

 ２ 一般会計減価償却引当資産の処分について 

本会事務所が入っております日赤会館は、本会を含む３者で所有しています

が、現在は２４時間有人で管理会社に委託しております。管理費が高額となっ

てきたことから管理体制を見直し、令和３年度から、夜間の１９時から翌日７

時については機械警備に変更することとなりました。そのための機器等導入費

用と本会が所有する冷温水ポンプの修繕のため、積立金額４億３,２１２万 

２,０３８円のうち、１１２万８千円を処分し、令和２年度の一般会計へ繰り

入れいたします。 

 

 ３ 令和２年度一般会計補正予算について 

今申し上げた資産の繰り入れと退職手当の支給や会館管理体制変更に伴う
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費用の増額補正となります。 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４,４６７万３千円を追加し、総額

を１２３億５,９１０万９千円といたします。事項別明細書で説明いたします。 

  歳入ですが、款５繰入金、目１退職給付引当資産繰入金で４,３５４万６千

円、目２減価償却引当資産繰入金で１１２万７千円を増額し、歳出では同様に、

款２総務費、目２一般管理費で退職手当分４,３５４万６千円、目４財産管理

費で１１２万７千円を増額いたします。 

 

 ４ 令和２年度診療報酬審査支払特別会計補正予算について 

業務勘定ですが、新型コロナウイルス感染拡大による受診控えにより、手数

料収入が減少したこと、オンライン請求システム等の機器更改に係る費用が当

初の予定より安くなったこと及び新型コロナウイルスワクチン接種費用支払

業務の初期費用について補正いたします。 

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１,８００万２千円を減額し、総

額を７億６５３万円といたします。 

歳入ですが、款１手数料は取扱件数が２６万件減少することが見込まれるこ

とから、目１審査支払と目２４共同処理合わせて２,５３８万円を減額し、こ

れについては、款５繰越金と、歳出の予備費で調整します。款２国庫支出金は

ワクチン接種費用支払に係るシステム等初期導入経費として、４９２万８千円

を増額し、歳出で同額を補正します。また款４繰入金、目２減価償却引当資産

繰入金ではシステム導入に係る資産取崩を歳出の実績に合わせ１,９０５万円

減額します。 

 

５ 令和２年度後期高齢者医療事業関係業務特別会計補正予算について 

業務勘定ですが、国保と同様、手数料収入の減とシステム導入費が安くなっ

たことに伴う減額補正となります。 

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２,９４７万７千円を減額し、総

額を７億１,６４４万５千円といたします。 

  歳入ですが、款１手数料を目１審査支払と目１９代行処理合わせて２８万

件減の３,０７４万８千円を減額し、これについては、款６繰越金と、歳出の

人件費で新規採用を見送ったことや、１２月末で職員１名が退職したことに

よる給料等と、件数の減に連動する委託料の減により調整します。款５繰入金、

目２減価償却引当資産繰入金では、資産取崩を歳出の実績に合わせて、   

２,５１４万１千円を減額いたします。 
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６ 令和２年度特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計補正予算について 

業務勘定ですが、健診の受診控えによる手数料減に伴う補正で、歳入歳出予

算の総額から歳入歳出それぞれ４０７万４千円を減額し、総額を３,８６６万

円といたします。 

歳入の款１手数料を４０７万４千円減額し、歳出の款６予備費を減額するこ

とといたします。 

 

７ 令和２年度障害者総合支援法関係業務等特別会計補正予算について 

障害介護と障害児の支払勘定において、給付費が当初の見込みを上回る伸び

となりましたので、それぞれ増額補正いたします。 

障害介護給付費支払勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２億１

千万円を追加し、総額を２３６億６,３５２万２千円といたします。 

また障害児給付費支払勘定は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６千

万円を追加し、総額を４６億９,９１９万２千円といたします。 

障害介護給付費支払勘定では、障害介護給付費等の受入金と支出金をそれぞ

れ２億１千万円増額いたします。 

  障害児給付費支払勘定でも同様に、障害児給付費等の受入金と支出金で、そ

れぞれ６千万円増額いたします。以上、よろしくお願いいたします。 

 

議  長 

議案第６号の１から７までを説明いたしましたが、何かご意見、ご質問等ご

ざいませんか。 

 

一  同 

質問等なし。 

 

議  長 

それでは、議案第６号の８から３１までを事務局から説明いたします。 

 

事 務 局 

８ 令和３年度事業計画について 

１最近の情勢ですが、連合会を取り巻く情勢について、５点挙げております。 

一つ目の新型コロナウイルスの感染拡大に伴う対応ですが、先ほど理事長の

ご挨拶にもありましたが、本会では受診控え等により資金調達が困難となった

医療機関等に対し診療報酬等の概算前払を行うとともに、医療従事者等に対す

る慰労金や医療機関等の感染拡大防止等のための支援金の支給措置について
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も、県からの委託を受け申請受付や支払事務等を担っています。 

未だ予断を許さない状況が続く中で、国においてはワクチン接種に必要な体

制整備が進められており、市町村等の事務負担の軽減を図るため、住民が住所

地外の医療機関等で接種を受けた場合の費用請求について、国保連合会が支払

事務を担うこととなっています。 

二つ目の保健事業の取り組みでは、国においては高齢者人口がピークを迎え

る２０４０年頃を見据え、健康寿命を男女とも３年以上延伸させ、７５歳以上

とすることを目指しています。 

このため、国保連合会においても保健事業への積極的な取り組みが求められ

ており、昨年４月から本格実施となった高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施では、今後事業実施市町村が増えることで、その役割も一層大きくなって

きます。 

三つ目の医療保険制度におけるオンライン資格確認等システムの整備と活

用では、本年３月に稼働するオンライン資格確認等システムにより、保険者等

での事務負担の減少が期待されています。更に、被保険者が自らの特定健診結

果等を照会したり、医療機関等で薬剤情報等を照会することも可能となります

が、国では、今後もデータヘルス改革を加速度的に推進することを考えており、

国保連合会としても、この改革にどのように取り組むか、検討を進めていくこ

ととしています。 

四つ目の審査支払業務改革に関する取り組みでは、令和２年７月に閣議決定

された「規制改革実施計画」において、国保も含めた審査支払機能の在り方と

して、令和６年の国保総合システムの更改に向け、審査基準の統一化や審査支

援システムの整合的かつ効率的な運用を実現するための具体的工程を明らか

にすることとされました。 

これを受け厚生労働省では、検討会を設置し、審査結果の不合理な差異の解

消や支払基金と国保連合会のシステムの在り方について、令和２年度中に意見

を取りまとめることとしており、国保中央会ではその意見等も踏まえた上で、

国保総合システムの更改に向けた対応方針を決定する予定としています。 

ここから少し補足となりますが、こうした中、このほど国保中央会では、国

保総合システムは支払基金にない保険者共同処理や外付けシステムなどもあ

り、加えて後期高齢者医療の請求支払や介護保険、特定健診、ＫＤＢシステム

等とも連携していることから、目指すべき将来像の構築に向け令和６年度更改

においては、まず「単純クラウド化」を実施したうえで、保険者業務への影響

やリスク等を勘案し、段階的な対応をとっていくことを提起したところです。 

このことで、国保保険者では今後支払基金との共同開発やクラウド化、シス

テム一元管理等により、中長期的には費用の逓減が期待できますが、短期的に
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は共同利用機能開発に伴うかかりまし費用が生じるため、負担増となることが

考えられます。 

また、これまでの機器更改は国保サイドだけの考えで行われてきましたが、

これからは厚生労働省が中心となり、支払基金と共同して開発することとなり

ますので、かかる費用に対し国保として応分の負担をしていくこととなります。 

令和６年度の機器更改の経費が見えない中ではありますが、各連合会が積み

立てている減価償却引当資産やＩＣＴ積立資産では不足が見込まれるといわ

れていますので、ＩＣＴ積立資産の積み増しや手数料の引き上げをお願いせざ

るを得なくなることも考えられます。 

おって、厚生労働省からも保険者に対し協力依頼が行われる予定と聞いてい

ますが、国保中央会から令和４年度以降の負担金などの情報が入り次第、手数

料引き上げのお願いをさせていただきたいと考えています。 

五つ目の介護保険制度をめぐる動きでは、高齢化の進展等により、今後介護

サービスの需要の増加やニーズの多様化が一層進む中、第８期介護保険事業計

画においても、団塊の世代が７５歳以上に達する２０２５年などを見据えた 

サービスや人的基盤の整備等の実現が位置づけられています。 

  こうした中、国保連合会には介護給付等適正化事業のより一層の取組強化

と、市町村の地域包括ケアシステム構築への積極的な支援が求められていま

す。 

 

こういった情勢等も踏まえ、２基本方針ですが、令和３年度は以下の基本方

針に基づき、事業運営に努めてまいります。 

（１）保険者支援事業ですが、保険者の国保事業への支援では、各種協議会

の運営、広報事業の推進、保険者における各種事業の諸問題の検討、国保制度

の改善強化等に取り組みます。 

保険者の保健事業への支援ですが、国保データベース（ＫＤＢ）システムの

活用促進等では、実機を用いた研修会を開催する他、本会職員のスキルアップ

に努め、分析資料の作成などに取り組みます。国保・後期高齢者ヘルスサポー

ト事業の推進では、保険者が実施する保健事業がデータ分析に基づくＰＤＣＡ

サイクルに沿って効果的に展開できるよう、保健事業支援・評価委員会による

支援に取り組みます。高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施への取組では、

県及び後期高齢者医療広域連合と連携し、市町村に対し高齢者の保健事業セミ

ナーを開催いたします。 

（２）国保診療報酬等に関する事業の診療報酬等審査支払業務の実施では、

医療機関等からの診療報酬等の請求に対して、適正に審査支払を行います。 

審査業務充実・高度化への適切な対応では、審査事務共助に関する取組とし
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て、審査支援システム等の有効活用や審査委員、職員間の連携強化、研修によ

る職員の審査能力の向上を図ることにより、専門的かつ効果的な審査事務共助

に取り組みます。審査支払業務改革への対応では、審査基準の差異解消や国保

総合システムの支払基金新システムとの整合的かつ効率的な機能の実現に向

け、引き続き国保中央会や全国の国保連合会とともに準備を進めます。 

柔整療養費の適正化の推進では、適正な審査支払とともに、新たに柔整審査

委員会に面接確認委員会を設置し、柔整療養費の適正化を一層推進します。 

  保険者事務共同処理の実施では、保険者における事務の効率化や負担の軽

減を図るため、共通する事務について一元的に処理を行います。 

  オンライン資格確認等に係る対応では、レセプト振替や薬剤・医療費情報の

閲覧のためのレセプト情報等の連携など、必要な対応を行ってまいります。 

（３）後期高齢者医療診療報酬等に関する事業では、広域連合から受託する

各種代行業務について、迅速かつ正確に処理を行ってまいります。 

（４）特定健康診査等事業では、健診等機関からの請求に対し適正な支払に

努めるとともに、データ管理や共通する事務について一元的に処理を行います。 

（５）第三者行為損害賠償求償事務共同処理事業では、自動車事故など、第

三者の不法行為により生じた保険給付について、加害者に対し、損害賠償請求

を行います。 

  また、第三者行為の疑いレセプトの抽出や負傷原因調査票の作成の他、研修

事業や広報事業等に取り組みます。 

（６）介護保険事業では、制度改正及び報酬改定に対応するとともに、審査

支払及び共同処理業務を適正に行います。また、介護給付費適正化事業として、

医療情報との突合点検や縦覧点検処理などに取り組んでまいります。 

（７）障害者総合支援事業についても、介護保険事業と同様、審査支払及び

共同処理業務を適正に行ってまいります。 

（８）その他事業運営では、記載の基幹系システムについて、開発元の国保

中央会と連携を図り、引き続き安定運用に努めます。 

また、被保険者数の減少により手数料収入の確保が困難を増す中、先ほど最

近の情勢のところで申し上げましたとおり、審査支払業務改革等に伴う負担増

の影響で、令和３年度以降一層厳しい財政状況が予想されることから、引き続

き経費の削減等に取り組むとともに、計画的かつ適正な財政運営を推進いたし

ます。 

 

３事業内容ですが、記載の事業を、ただ今申し上げた基本方針に基づき実施

してまいります。新たな取り組みや主な点のみ説明させていただきます。 

（１）保険者支援事業等のキの事業振興に関することでは、国保制度改善強



14 

 

化や財政基盤の安定化を推進するため（ア）国保制度改善強化全国大会へ参加

するとともに、（イ）政府や国会に対して陳情を行います。 

また、和歌山県では全国大会に先立ち、本会理事長をはじめ役員さん方によ

り、本県選出国会議員への陳情を行います。 

なお、令和３年度の全国大会については、あくまでも現時点での案ですが、

令和３年１１月１９日（金）に有楽町朝日ホールにて開催予定となっています。 

  クの保健事業に関することでは、先ほど基本方針のところで申し上げたと

おり、特に（ア）国保データベース（ＫＤＢ）システムを活用した保健事業の

支援、（イ）国保・後期高齢者ヘルスサポート事業への支援、（エ）高齢者の保

健事業セミナーを中心に、関連事業も含め積極的に取り組んでまいります。 

なお、事業の実施時期については、新型コロナウイルスの感染拡大やワクチ

ン接種等の関係もありますので、今後の状況等を見ながら、適切な時期、ある

いは方法で開催させていただきたいと考えています。 

  （２）国保診療報酬等に関する事業では、適正かつ公平な審査を行うため、

（ア）審査委員会を毎月開催するとともに、（イ）審査の充実・高度化に向け

た取り組みを進めてまいります。 

  ⑤抗体検査等費用に関する業務では、先ほど規程の一部改正で申し上げま

したとおり、イ 新型コロナウイルスワクチン接種費用支払業務として、新た

に費用の計算事務及び保険医療機関等への支払を行います。 

  ⑥のオンライン資格確認等に関する業務では、資格確認等システムを活用

して行われる特定健診情報等の閲覧に必要な情報を連携してまいります。 

  （３）後期高齢者医療診療報酬に関する事業では、③オンライン資格確認等

に関する業務として、国保と同様、情報連携を行ってまいります。 

  事業内容については、以上でございます。 

 

９ 令和３年度負担金及び手数料について 

会員の皆様には１１月１０日付けで事務局案をお示しさせていただいてお

ります。変更点のみ説明させていただきます。 

国保情報集約システム手数料ですが、手数料単価の算定基礎となる令和２年

４月末の被保険者数が前年より減少したことにより、１人当たり１年につき、

１０円５０銭引き上げさせていただき、２７１円８０銭といたします。 

また、規程改正で説明しましたとおり、３ 共同処理手数料、（１）国保共同

処理手数料（一般業務）のアとイを記載の名称に変更いたします。 

私からの説明は、以上でございます。 
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事 務 局 

私からは、令和３年度各会計予算について説明いたします。附議事項とは別

に、複式の収支予算書を参考までに作成してお配りしておりますが、説明は附

議事項でいたします。 

 

１０ 一般会計減価償却引当資産の処分について 

減価償却ソフト購入のため、積立金額４億４,０８２万８,０３８円のうち、

３３万円を限度として処分し、令和３年度の一般会計へ繰り入れいたします。 

 

１１ 一般会計財政調整積立金の処分について 

一般会計の歳入不足を補填するため、積立金額４億７,８２３万１,７５９円

のうち、１８０万円を限度として処分し、令和３年度の一般会計へ繰り入れい

たします。 

 

１２ 令和３年度一般会計予算について 

歳入歳出予算の総額は１億６,６９０万５千円といたします。事項別明細書

で説明いたします。 

歳入の款１負担金は８,１１５万９千円で、前年度と比較して２１９万円減

となります。説明欄に記載の会員負担金は、被保険者数を９千人減の２３万７

千人と見込み、７,６３６万円余りを計上いたします。 

款２国庫支出金は、説明欄にありますとおり、保険運営安定化対策事業補助

金など合計で９１０万４千円を見込みます。 

款５繰入金は７,０７０万１千円で、項１特別会計繰入金では、説明欄に記

載の一般会計で管理する人件費や会館の維持管理などの共通経費や、退職給付

引当資産に充てるため、それぞれの特別会計から応分の繰入を行うことといた

します。 

項２積立金繰入金では、資産取り崩し分を繰り入れいたします。 

款７諸収入は５９０万３千円で、主に目４の物資斡旋受入金は、保険者向け

の書籍や被保険者証のビニールカバー等を斡旋した受入金で、同額を業者に支

払います。 

歳出ですが、款２総務費は７,８２９万２千円で、目１役員費をはじめ、目

２一般管理費では職員等の人件費など、目４財産管理費では、会館維持管理の

経費などを計上しています。なお、経費削減のため、公用車については現在３

台保有していますが、令和３年度からは残存価格の高い普通車１台のリース契

約を解約し２台といたします。 

款３事業費は４,０２６万９千円で、目６保健事業費では、保健師の人件費
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をはじめ、在宅保健師の会の活動経費や国保データベースシステムの運用経費

等を計上しています。 

款４積立金は３,５００万円で、目１退職給付引当資産で２,６５６万６千円

を、目２減価償却引当資産では８４３万３千円を積み立ていたします。 

款６諸支出金は１,０５７万８千円で、主なものは目１中央会負担金で、記

載のとおり一般会費やＫＤＢなどの保健事業等保険者支援負担金などです。 

一般会計予算については、以上です。 

 

１３ 診療報酬審査支払特別会計財政調整基金積立資産の処分について 

連合会が積立資産として認められるもののうち、手数料の１０％を上限に認

められている財政調整基金積立資産と、手数料の３０％を上限に認められてい

るＩＣＴの積立資産については、年度末の決算見込みで、その範囲内なのかど

うかを確認して、それぞれの上限内に積み立てをし直すという洗い替えという

行為が必要となります。そのための取り崩しで、積立金額の全額５千万円を処

分し、令和３年度業務勘定へ繰入いたします。 

 

１４ 診療報酬審査支払特別会計減価償却引当資産の処分について 

オンライン資格確認等システム導入とファイル共有サーバ機器更改に伴い、

積立金額５億１,３６０万７,４３２円のうち、６４１万５千円を限度として処

分し、令和３年度業務勘定へ繰入いたします。 

 

１５ 診療報酬審査支払特別会計ＩＣＴ等を活用した審査支払業務等の高度

化・効率化のための積立資産の処分について 

財政調整基金積立資産と同様に洗い替えのための取り崩しです。 

 

 １６ 令和３年度診療報酬審査支払特別会計予算について 

歳入歳出予算の第１条をご覧下さい。この会計には、審査支払事業の経費を

賄う業務勘定のほかに、記載の４つの支払勘定があります。 

説明につきましては、業務勘定のみ事項別明細書で説明させていただき、保

険者等から資金を受け入れて医療機関等に支払をします支払勘定は、このペー

ジにより予算総額等を説明させていただきます。他の特別会計も同様にさせて

いただきますのでよろしくお願いいたします。 

業務勘定の予算総額は、６億６,７８９万７千円で、被保険者数の減少やコ

ロナの影響による取扱件数の減と、令和２年度にオンライン請求システム等の

機器更改を終えたことなどにより、前年度と比較して５.５％の減となります。 

  診療報酬支払勘定は８３３億４００万１千円で、被保険者数の減少やコロ
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ナの影響等を勘案いたしまして、前年度と比較して１.５％の減、公費負担医

療に関する診療報酬支払勘定は３６億７,０４２万３千円で、前年度と比較し

て２.４％の減、出産育児一時金等に関する支払勘定は３億７,８０５万２千

円で、前年度と比較して１０％の減といたします。 

抗体検査等費用に関する支払勘定は３億５,２７８万３千円で、新型コロナ

ワクチン接種費用については、令和元年度から実施しています風しん抗体検査

等費用に加え、この勘定で受払を行うこととなります。ワクチン接種費用につ

いては、２億８,９００万円余りを見込んでいます。 

それでは、業務勘定の事項別明細書をお願いいたします。 

歳入の款１手数料は５億５,４１０万３千円で、国保診療報酬審査支払手数

料、国保被保険者に係る公費の手数料並びに共同処理手数料の計２４種類と、

出産育児一時金の支払と、風しん対策及び新型コロナワクチン接種の事務費と

なります。前年度と比較して１,８００万円余りの減となっております。 

目１国保診療報酬審査支払手数料は２億１,９４３万３千円で、コロナの影

響と被保険者数の減少により取扱件数の減少が見込まれるため、前年度と比較

して１,９００万円余りの減を見込んでいます。 

目２４共同処理手数料は、２億４,３１３万５千円で、取扱件数の減少によ

り２,７００万円余りの減となっています。 

項２事務費では、目３に新型コロナワクチン接種事務費を新設し、取扱件数

１２７,０００件を見込み、３,８１０万円を計上いたします。 

  歳出の款１総務費は４億３,５２３万５千円で、審査支払業務や共同処理業

務に要する経費となります。人件費や電算処理の委託料が主なものとなりま

す。 

項１審査支払管理費では、目５新型コロナワクチン接種事業費を新設し、ワ

クチン事業に係る人件費や電算処理の委託料等３,８１０万１千円を計上して

います。 

款２審査委員会費は２,７４３万３千円で、審査委員会委員の報酬や開催経

費を計上しています。経費は後期高齢者業務勘定と按分しています。 

款５積立金は１億２,７４８万７千円で、洗い替えや減価償却引当資産を積

み立ていたします。 

款７諸支出金は５,４４７万６千円で、目３他会計繰出金では、説明欄に記

載の費用について、１,８４７万６千円を一般会計へ繰り出します。 

  以上で、業務勘定の説明を終わります。 
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１７ 後期高齢者医療事業関係業務特別会計財政調整基金積立資産の処分に

ついて 

洗い替えのための取り崩しです。 

 

１８ 後期高齢者医療事業関係業務特別会計減価償却引当資産の処分につい

て 

国保と同様にオンライン資格確認等システム導入等に伴い、積立金額２億 

２８万７,５９９円のうち、４４７万４千円を限度として処分し、令和３年度

の同会計業務勘定へ繰入いたします。 

 

１９ 後期高齢者医療事業関係業務特別会計ＩＣＴ等積立資産の処分につい

て 

洗い替えのための取り崩しです。 

 

２０ 令和３年度後期高齢者医療事業関係業務特別会計予算について 

歳入歳出予算第１条ですが、後期高齢者医療の特別会計も、国保と同様に業

務勘定と記載の２つの支払勘定があります。 

予算の総額は、業務勘定は６億８,７２８万３千円で、コロナ感染症の影響

による取扱件数の減と、令和２年度にオンライン請求システム等の機器更改を

終えたことにより、前年度と比較して７.６％の減となっています。 

診療報酬支払勘定は１,５７６億９,２００万２千円で、被保険者数の伸びの

停滞やコロナの影響等を勘案いたしまして、前年度と同額、公費負担医療に関

する診療報酬支払勘定は１１億９,４７６万４千円で、前年度と比較して  

１.５％の減を見込んでおります。 

後期高齢者業務勘定について、事項別明細書で説明いたします。 

歳入の款１手数料は５億８,８３５万４千円で、後期高齢者の審査支払手数

料をはじめ１９種類となります。目１後期高齢者医療診療報酬審査支払手数料

は３億２,３８０万３千円で、コロナ感染症による取扱件数の減などから、前

年度予算と比較して１,４００万円余りの減を見込んでいます。 

目１９代行処理手数料についても、取扱件数の減により、前年度予算と比較

して８４０万円余りの減を見込んでいます。 

歳出の款１総務費は４億９,００３万９千円で、人件費や電算処理業務委託

料等が主なものとなります。 

款２審査委員会費は３,４３３万２千円で、経費は国保の業務勘定と併せて

の負担となっています。 

款５積立金は１億７６２万６千円で、目４ＩＣＴ等積立資産では１千万円増
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額し、２千万円を積み立ていたします。 

款７諸支出金は、国保と同様に一般会計へ３,２９６万円を繰り出します。  

後期高齢者業務勘定の説明は以上です。 

 

２１ 特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計財政調整基金積立資産の処

分について 

２２ 特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計ＩＣＴ等を活用した審査支

払業務等の高度化・効率化のための積立資産の処分について 

洗い替えです。 

 

 ２３ 令和３年度特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計予算について 

予算の総額は、業務勘定は４,６５５万１千円で、前年度と比較して８.９％

の増、特定健診・特定保健指導等支払勘定は６億２,５００万２千円で、被保

険者数の減少に合わせ令和３年度でも新型コロナの影響がある程度残ること

を想定し、前年度との比較で３.１％の減、後期高齢者健康診査支払勘定は３

億７,２００万２千円で２.１％の減を見込んでいます。 

特定健康診査等業務勘定について事項別明細書で説明いたします。 

歳入の款１手数料は３,２５２万７千円で、目１特定健診・保健指導等手数

料で、被保険者数の減少やコロナの影響等により１７０万円余りの減を見込ん

でいます。 

歳出の款１総務費は１,８７３万４千円で、人件費のほか、システムの運用

に係る委託料が主なものです。 

款２積立金は１,７３４万７千円で、目４ＩＣＴ等積立資産では３００万円

増額し、８００万円を積み立ていたします。 

特定健診等業務勘定については、以上となります。 

 

 ２４ 第三者行為損害賠償求償事務共同処理事業特別会計について 

予算の総額を３億８,１５９万５千円といたします。事項別明細書をお願い

いたします。 

  歳入の款１損害賠償受入金は３億５千万円で、昨年度と同額を見込みます。

歳出の支出金も同額を計上します。 

  款２手数料は３,０３３万２千円で、国保の被保険者数の減少や事故件数の

減少などにより、前年度と比較して３５万円の減としております。 

  歳出の款１総務費は２,９６３万１千円で、人件費とシステムの運用管理や

広報事業に係る委託料が主なものです。 

第三者行為損害賠償求償事務共同処理事業特別会計については、以上です。 
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２５ 介護保険事業関係業務特別会計財政調整基金積立資産の処分について 

２６ 介護保険事業関係業務特別会計ＩＣＴ等を活用した審査支払業務等の

高度化・効率化のための積立資産の処分について 

洗い替えです。 

 

 ２７ 令和３年度介護保険事業関係業務特別会計予算について 

予算の総額は、業務勘定は２億９,６８１万１千円、介護給付費等支払勘定

は１,０４９億７２５万７千円、報酬改定の影響等を見込みまして、前年度と

比較して１.９％の増、公費負担医療等に関する報酬等支払勘定は１０億  

５,８０６万６千円で、前年度と同額といたします。介護保険業務勘定につい

て、事項別明細書で説明いたします。 

歳入の款１手数料は１億３,１４１万１千円で、項１手数料は１５種類の審

査支払手数料のほか、共同処理手数料と特別徴収経由機関業務手数料となりま

す。 

款４負担金は９１８万円で、前年度と同額といたします。 

款５主治医意見書料等受入金は１億２,１９９万１千円で、歳出で同額を医

療機関等に支払います。 

歳出の款１総務費は９,２８０万４千円で、人件費とシステム運用経費が主

なものになります。 

款４国保中央会負担金は３,４０９万６千円で、説明欄に記載の介護保険審

査支払等システム等に係る負担金等です。 

介護保険業務勘定については、以上です。 

 

２８ 障害者総合支援法関係業務等特別会計財政調整基金積立資産の処分に

ついて 

２９ 障害者総合支援法関係業務等特別会計ＩＣＴ等を活用した審査支払業

務等の高度化・効率化のための積立資産の処分について 

洗い替えです。 

 

 ３０ 令和３年度障害者総合支援法関係業務等特別会計予算について 

予算の総額は、業務勘定は６,０６６万２千円で、前年度と比較して５.６％

の増となります。障害介護給付費支払勘定は９.３％増の２５６億４,０１０万

２千円で、障害児給付費支払勘定は１５.８％増の５３億７,２４０万４千円と

いたします。障害者総合支援業務勘定の事項別明細書をお願いいたします。 

歳入の款１手数料は４,８３０万６千円で、項１障害介護給付費等審査支払

手数料は障害介護給付費及び障害児給付費の審査支払手数料と共同処理事務
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手数料の３種類です。 

歳出ですが、款１総務費は３,００５万４千円で、人件費とシステム運用経

費が主なものとなります。 

款２国保中央会負担金は、中央会の共同受付システム等負担金などで、  

１,３５６万３千円を計上しております。 

障害者総合支援業務勘定は、以上です。 

 

３１ 令和３年度一般会計及び特別会計一時借入金について 

総額は前年度と同額の４１億８,８００万円、借入限度額、借入方法、借入

利率及び償還方法についても変更ないということで、借入先である指定金融機

関の紀陽銀行と調整済みとなっています。 

説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

 

議  長 

議案第６号の８から３１までを説明いたしましたが、何かご意見、ご質問等

ございませんか。 

 

一  同 

質問等なし。 

 

議  長 

ないようでございますので、議案第６号について、原案のとおり可決するこ

とに、ご異議ございませんか。 

 

一  同 

異議なし。 

 

議  長 

異議なしとのことでございますので、議案第６号は原案のとおり可決いたし

ました。 

  以上をもちまして、予定されております議案審議は、すべて終了いたしまし

たが、他に何かございませんか。 

 

一  同 

特になし。 

 



22 

 

議  長 

特にないようでございますので、本日の理事会は、以上をもって終わらせて

いただきます。 

   議事進行にご協力をいただきありがとうございました。 

 

（時：午後２時５０分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上理事会の議事録は事実と相違ないことを証明いたします。 

 

 

議事録署名人 

 

 

理  事 有 田 川 町 長  印 
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印 

 

 

 


